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○：賛成、×：反対
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��　行財政改革推進局は、市長や担当副市長直属の組
織であり、局長はもとより各局員に対して、直接、指
示命令を下し、随時、協議・報告を受けるなど、より

迅速かつ確実に市長の意思を伝え、実行に移すことが
できる組織体制になっており、組織機構という面での
整理は一定できていると考えています。しかしながら、
今後の行財政運営における厳しい局面を見据え、行財
政改革に取り組む姿勢が不十分ではないかとの御意見
は真摯に受けとめており、職員の意識改革、組織機構、
あるいは庁内体制・仕組みの運用という面を捉え、今
後も絶えず改善を重ね、実効性のある取り組みへつな
げる必要があり、市長や副市長の強力なリーダーシッ
プのもと、種々の課題に適切に対応していきます。
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��　現在、県道俵ヶ浦日野線の課題については、対策
の実施を県へ要望していますが、ハード面での対策に
は期間を要すると見込まれます。そのため、事前に訪

問先を予約する観光バス予約管理システム「クルーズ
ナビ」の導入や、大型観光バスの往路と復路を別ルー
トに設定するなど、行程の調整を依頼し、周遊観光に
起因する交通の集中を分散させるためのソフト的対策
を検討しています。また、九十九島動植物園の移転を
含めた俵ヶ浦半島の開発を進めるに当たり、アクセス
の改善は並行して進めていくべき課題であることから、
ソフト的対策とあわせ、県と協力し道路整備に向けた
検討を進めていきます。
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��　本計画策定の時期については、�月から取り組み
を開始し、本年度末の完成を目指しています。計画策

定を推進するための体制として、事務局を防災危機管
理局に置き、策定期間中は、対応する人員を増員する
とともに、全庁的な規模のワーキンググループを設置
し、連携を図りながら作業を進めます。この計画の市
政での活用については、種々の防災事業に関し、本市
のさまざまな計画の上位計画（アンブレラ計画）とし
て市民の皆様に説明することができること、また、市
民の防災意識の向上と合わせ、民間における防災対策
が推進されることを期待しており、リスクレベルに応
じた防災対策施策の構築につながると考えています。
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��　平成��年�月�日時点での、「中核市における子ど
もを対象とした医療費助成の実施状況」調査によりま
すと、中核市��市のうち��市は自己負担がなく、��市
は自己負担があるほか、認定基準や助成範囲について
も差違が見られるなど、自治体によってサービスに格
差が生じている状況は課題とされています。子どもの

医療費に関しては、市としても重要な課題と捉え、制
度の適切な運営を図っていますが、その根底には、「医
療・教育の分野はナショナルミニマムとして、国が取
り組むべき」という基本的な考えがあります。そのた
め、中核市市長会や長崎県市長会においても、自治体
間の格差を是正して、全ての国民が安心して子どもを
産み育てられる環境を保障するのは国の責務であると
して、その環境の実現のため、国による子どもの医療
費を無償化する制度の創設について、継続して要望を
行っています。

��������
���������	
	��	�		�������

���� ����

��　�������	
���
���������
�������	����
���
��������
�������	
��
�������	����
���������	
��
����������
�������	
��
������������
�������	
��	
�����������
�������	
��
������������
�������	
��
��
�����
��　森林行政における新たな法律の施行に伴い、財源
が確保されたことから充実した森林整備関連事業の展
開が可能となりました。また、ことし�月には長崎県
北部の�森林組合が合併し、経営基盤の強化が図られ

ることから、森林整備の推進や林業の活性化に期待が
持てる状況にあります。今後は、関係法令をもとに
「佐世保市森林整備計画」や「森林経営計画」の既存
計画の充実を図り、森林の公益的機能の維持・増進と
林業の担い手の確保について、長期的な視点での施策
に取り組むとともに、他市の事例を参考に関係規定の
整備についても研究を行っていきます。また、森林や
林業に精通した専門人材の雇用や法人等への委託によ
る地域林政アドバイザー制度等の活用を図り、職員の
資質向上を行うことで体制の充実に努めます。
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��　防災行政無線で火災情報の提供を改めて行ってい
ない理由は、消防団員の召集時の放送以外に重ねて火
災情報を提供することが、火災現場周辺の住民の方に
必要以上に不安感を与えかねないこと、火災現場での

消防隊活動に支障を及ぼす可能性があることなどから
です。しかしながら、住宅密集地の火災等では、大規
模火災へ拡大する懸念もあるため、状況によっては、
防災行政無線等も使用した、より効果的な広報も充実
させていきたいと考えています。また、火災情報の提
供について、地域住民に御協力をいただくことは、火
災の初期段階において効果的だと認識していますので、
今後も地域住民による自主的な声かけを初めとする避
難誘導などが、より充実したものとなるよう努めます。
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��　我が国の平和と安全を確保するための方策は、国
民の生命・財産と我が国の領土・領海・領空を守るた
めの適切な防衛力を整備することと、我が国と基本的
な価値や利益をともにする米国との日米同盟を強化す
ることの二本柱であり、日米安全保障条約に基づいて、
米軍の駐留を認めています。日米地位協定は、昭和��
年に締結された国会承認条約であり、締結以来、一度

も改定されておらず、全国知事会やいわゆる渉外知事
会において、日米地位協定の改定を提言、要望されて
います。しかしながら、日米地位協定の枠組みは、合
意議事録等を含んだ大きな法的な枠組みであることか
ら、国においては、手当てすべき事項の性格に応じて、
効果的かつ機敏に対応できる適切な取り組みにより、
具体的な問題に対応されています。そのため、本市と
しても、米軍の駐留に関し、市民の安全安心にかかわ
るような運用上のふぐあいが顕在化した場合には、国
に対し必要な措置を求めていきます。
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��　今回、運行一体化に合わせたバスのダイヤ編成に
おいては、市中心部における供給過剰な状態や、運転
士不足への対応を踏まえ、平成��年度と比較して競合
区間で�割、非競合区間で�割削減を原則として運行
本数を減便しました。一体化後しばらくは減便された
ことの周知が必ずしも行き渡っていなかったため、市

に対しても利用者からの声が届いていました。その中
には「不便になった」という声だけでなく、「共通定
期券の導入により、西肥バスと旧市営バスの両方に乗
れるようになり利便性が向上した」との声も伺ってい
ます。一体化後の状況把握については、市とバス事業
者との間で定期的に協議の場を持つこととしており、
それぞれで把握している情報を共有し、課題の洗い出
しや問題意識の共有を行っています。今後も月�回程
度は協議の場を持ち、お客様目線で行政も交えた改善
ができるよう、進めていきたいと考えています。
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��　佐々町におかれては、昨年��月��日に佐々町議会
において、連携協約に係る協議開始の可否を問う議案
が否決されたことから、本市と佐々町との間で協約締
結に至りませんでした。
　佐々町議会におかれて、複数回にわたる慎重な審議
の上、議案が否決されたことは、町議会としての意思
であり、その決定は本市としても尊重すべきであると
考えており、その意思の重みを勘案すると、本市から
協議の再開を提案する状況にはないと判断しています。�
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��　これまでの対応としては、保育所、小中学校など
に対する安全確保に関する通知の送付を初め、園児が
通っている散歩道の安全点検を警察署、道路管理者な
どとともに実施しました。今後は、安全点検で確認さ

れたふぐあい箇所の補修を本年�月末までに完了し、
国の通知に基づく緊急安全点検を本年�月中に実施し
ます。この点検結果を受けての対処としては、歩道の
整備といった対策だけでなく、従来の生活道路対策エ
リアの関連施策との連携による対策も検討することが
重要です。こうした必要な交通安全施設の整備を進め
ることで、子どもだけでなく、全ての道路利用者が安
全に安心して通行できる道路交通環境の整備にもつな
がると考えています。
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��　今日、青少年を取り巻く社会環境は大きく変化し、
家庭の事情などによって、自宅ではしっかりと学習す

ることが難しい子どもたちもいます。本市では、社会
総ぐるみで子どもたちを育む地域づくりを推進してお
り、御提案の自習室は、幅広い世代による地区公民館
の利用を後押しするとともに、「地域の子どもは地域
で育む」取り組みの具現化となり得る期待もあります。
　今後、開設に当たっては、安全対策やニーズの把握
などの課題もあることから、他都市の先進事例や放課
後などにおける高校生の利用の実態調査に取り組みつ
つ、可能であればテストモデルを試行するなど、前向
きに検討したいと考えています。
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��　平成��年度における本市のがん検診受診率は����％
で、前年度と比べ横ばいの状況にあります。そのよう
な中、受診率の向上のため、従来から実施してきた特
定健診との同時開催などに加え、健康サポートアプリ
「健康サセボーン」や民間の広報誌を利用した検診の

周知を検討しています。また、未受診の方を対象とす
る受診勧奨、及び乳がん検診の無料クーポンを利用し
ていない方を対象とする受診再勧奨通知の最近�年間
の結果は、受診勧奨通知の延べ約�万�����人、再勧奨
通知の延べ約�����人の送付に対し、約���％、�����人
の受診にとどまっており、より効果的な受診勧奨とな
るよう、手法や対象を検討しながら取り組んでいきた
いと思います。今後とも、がん検診と特定健診との密
接な連携を図るなど、新たな取り組みを模索しながら、
市民の方々がより受診しやすくなるような情報発信や
環境整備に努めます。
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��　情報教育については、児童生徒がスマートフォン
等の情報端末を日常的に使用している状況から、家庭

教育との連携は不可欠です。このため、文部科学省と
市が作成したリーフレットをそれぞれ保護者へ配布し、
家庭でのルールづくりを提案し、子どもたちが安全に
適切に活用できるように啓発に取り組んでいます。
　また、児童生徒の学校への携帯電話の持ち込みにつ
いては、文部科学省の通知に基づき原則禁止とした上
で、保護者からの申し出によっては、状況を勘案して
許可をしていますが、通知の見直しが進められていま
すので、その動向等を見ながら検討していきます。
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��　国境離島新法の支援事業は、特定有人国境離島の
保全と地域社会の維持の基本方針のもと、島民の航路
運賃の低廉化、農水産品の輸送コストの引き下げ、雇
用拡充につながる創業と事業拡大への支援、また、旅
行者の費用負担軽減への支援といった、四つの支援が

主なものとなっています。内閣府は優先的に採択すべ
き事業として「島内の生活や産業にとって必要不可欠
な商品又はサービスにもかかわらず、事業者が存在し
ないため、島外の事業者に依存せざるを得ない状況を
改善する事業であること」と実施要領に示しており、
宇久島での薬局の開業は、まさに本事業に合致する内
容であることから、宇久島で起業する事業者があれば
優先的に採択すべき業種と捉えています。本市は来年
度に向けて、宇久地区自治協議会や宇久島離島活性化
協議会に対し事業の掘り起こしをお願いしており、地
域の意見を踏まえながら事業推進に努めています。
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��　重症心身障がい児の短期入所の受け入れについて

は、障がい児の特性に合わせた配慮が必要となること
から、施設側においては、対応する人員の配置など、
受け入れについて解決すべき課題が多いものと考えら
れ、利用者や事業者にとっても、より使いやすいサー
ビスとなるよう検討する必要があると考えています。
　今後、御提案の施設や事業所の誘致のほか、障がい
児支援につながる各種の方策として、訪問看護師を派
遣し、在宅での見守りを行う事業など、先進事例を研
究・検討するほか、関係部署との情報交換や連携を
図っていきます。

�������	
��
����
��������	��
��������������

����������

��　���������	
��
	�������
�������	
��
������������
�������	
��
����������
�
�������	
��
����	�������
��������	
��
������
����
�������	
��
�������������
��������	
��
���	�
�����
�������	
��
������������
�������	
��
������������
�������	
��
�����������
��　来年度から小学校で全面実施される新しい学習指
導要領では、小学校低学年の書写の学習において、運

筆指導に適した用具として水書用筆が取り上げられて
おり、児童の点画の書き方、はね、はらいに対する運
筆能力を育むために適しているとされ、来年度から採
択される対象となっている全ての教科書においても活
動例として取り扱われています。議員の御指摘のとお
り、児童が早い段階から毛筆になれ親しみ、書道に対
する関心を深めることにもつながるとともに、小学校
�年生から始まる毛筆を使用する書写の指導への移行
を円滑にするものとしても期待できるため、水書用筆
の使用については、学習指導要領の趣旨を踏まえて適
切に実施できるよう指導していきます。
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��　鹿町温泉施設は、平成��年の供用開始から約��年
が経過していますので、老朽化の進行に伴い、今後、

各種設備機器の故障が増加することが想定され、大規
模な機器設備が故障した場合などには、今回と同様に
復旧に時間を要するおそれがあり、ひいては利用者へ
のサービス低下にもつながることが懸念されます。し
たがって、故障による営業への影響を最小限に抑える
ためにも、今後は、定期点検による設備の管理徹底を
図り、指定管理者との協定における設備故障への対応
についても、できる限り柔軟に対応するとともに、計
画的な施設整備を検討していきたいと考えています。
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